
第17章 一般的な法令解釈に係る書面照会手続 

 

Ⅰ 本照会手続導入の経緯 

 

金融庁では、金融改革プログラムにおいて、金融行政の透明性・予測可能性

の向上に関する取組みの一つとして、「外部からの照会に対する一般的な法令

解釈についての考え方の公表」を掲げ、ノーアクションレター制度を補完する

ものとして、平成17年３月31日に、各業態の事務ガイドライン及び監督指針（以

下「事務ガイドライン等」という。）を改正して、金融庁が法令解釈等に係る

一般的な照会を受けた場合において、書面による回答を行い、照会及び回答内

容を公表する際の手続等を明確化し、同年４月１日より運用を開始した。 

 

Ⅱ 本照会手続の概要 

 

１．照会者の範囲 

本照会手続による照会者の範囲は、金融庁所管法令の直接の適用を受け

る事業者又はこれらの事業者により構成される事業者団体としている。 

（注）ここにいう事業者団体とは、「当庁所管法令の直接の適用を受ける、

業種等を同じくする事業者が共通の利益を増進することを主たる目的

として、相当数結合した団体又はその連合体（当該団体に、連合会、中

央会等の上部団体がある場合には、原則として、最も上部の団体に限

る）」を指す。 

 

２．照会の対象 

本照会手続の照会の対象は、以下の要件を満たすもので、法令適用の予

測可能性向上等の観点から適切と認められるものとしている。 

① 特定の事業者の個別の取引等に対する法令適用の有無を照会するもの

ではない、一般的な法令解釈に係るものであること（ノーアクションレ

ター制度の利用が可能でないこと） 

② 事実関係の認定を伴う照会でないこと 

③ 金融庁所管法令の直接の適用を受ける事業者（照会者が団体である場

合はその団体の構成事業者）に共通する取引等に係る照会であって、多

くの事業者からの照会が予想される事項であること 

④ 過去に公表された事務ガイドライン等を踏まえれば明らかになってい

るものでないこと 



 

 

３．照会の方法 

本照会手続における具体的な照会方法は、以下のとおりである。 

① 照会は書面（電子的方法を含む）をもって行うものとし、照会先は法

令を所管する金融庁の担当課室長とする。 

② 照会書面には、以下の内容が記載されていることを必要とする旨を明

示するものとする。なお、照会書面のほかに、照会内容及び上記２．の照

会の対象となるかどうかを判断するために、照会書面の補正及び追加資料

の提出が必要となる場合がある。 

イ 照会の対象となる法令の条項及び具体的な論点 

ロ 照会に関する照会者の見解及び根拠 

ハ 照会及び回答内容が公表されることに関する同意 

 

４．回答の方法 

金融庁担当課室長は、照会に対する具体的な回答期限の目安として照会

書面が到達してから原則として２ヶ月以内に書面により回答を行うよう努

めることとする。また、２ヶ月以内に回答できない場合は、照会者に対し

てその理由を説明するとともに、回答時期の目途を伝えることとする。 

 

５．公表の方法 

照会者に対する回答後、速やかに照会及び回答内容を当庁のホームペー

ジ上に公表することとする（但し、照会者名及び担当課室長名は公表しな

い）。 

 

６．その他利用上の留意点 

(１) ノーアクションレター制度との関係  

ノーアクションレター制度（法令適用事前確認手続）の利用が可能

な個別具体的な事案に関する照会については、本照会手続の対象とし

ていない。 

(２)  回答の効力 

本照会手続に基づく回答は、あくまでも照会時点における照会対象

法令に関する一般的な解釈を示すものであり、個別事案に関する法令

適用の有無を回答するものではない。また、もとより、捜査機関の判

断や司法判断を拘束しうるものではない。 



 

Ⅲ 本制度の活用促進に向けた取組み   

金融庁ホームページに事務ガイドライン等を掲載しているほか、平成17年

３月には業界団体との意見交換会において本照会手続の紹介を行うなどして

活用促進を図っている。 


